
大工の負傷と労災保険法上の労働者性

一一藤沢労基署長(大工負傷)事件・

最一小判平19・8・28労判940号11頁

I 事実の概要

園武英生

(北九州市立大学)

1 X (原告，強訴人，上告人)は， I会社一本」と呼ばれる，作業場を持たず，

他人を雇わず，一人で工務屈の仕事を請け負う形態で稼動していた大工であり，

平成10年 3月頃から H木材の仕事をしていた。 H木材は マンション建築の

内装工事について T1工務屈等と請負契約を締結し，Xら大工に対して，同工

事に従事するよう求めた。このとき Tl工務自は， Xを含む大工らに対し，労

災保険法35条に基づく特別加入をするよう勧めたが， Xはこれに加入しなか

った。平成10年11月 Xは 問マンションの内部造作工事に従事していた際

に丸のこぎりの刃で右手指を負傷するという災害(以下「本件災害」という。)を

負った。そこで Xは，本件災害が業務に起因したものであるとして， Y (藤沢

労基署長)に対して労災保険法に基づいて療養補償給付等を請求したが， Yは

Xが労災保険法にいう労働者には該当しないとして 不支給処分とする旨の

決定を行った。この処分を不服とした Xは， Yを被告として当該処分の取消

しを求めて提訴した。

2 一審判決(横浜地判平16.3.31労判876号41頁)は，労災保険法上の労働者に

ついて，労災保険法が労基法の規定する災害補償の事由が生じた場合にこれを

行うと定めていること等から 労災保険法にいう労働者とは 労基法に定める

労働者と向ーのものをいうと解するのが相当であるとした。そのうえで，労基

法上の労働者とは， I使用者の指揮監督下に労務を提供し使用者から労務に

対する対償としての報酬を支払われる者をいうと解する」のが相当であり，昭
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大工の負傷と労災保険法上の労働者性(図武)

和60年の「労働基準法研究会報長」及び平成 8年の「労働者性検討専門部会報

記Jの示す判断枠組みを基本にしながら，諸般の事情を総合して検討すべきと

し結論として， Xは，労基法上，また労災保険法上の労働者には該当しな

いとして Xの請求を棄却した。

3 原審判決(東京高判平17.1.25労判940号22頁)は，労災保険法の労働者は労

基法に定める労働者と同義であると解し， I本件に関しては，仕事の依頼・業

務従事に対する諾否の自由の有無，業務遂行上の指揮監督関係の有無・程度，

勤務時間・勤務場所の拘束性の有無 服務規律の適用の有無，労務提供の代替

性の有無，業務用の機械・器具の提供の宥無・程度，報酬の性格・額，事業者

性の有無，専属性の程度等の判断要素に照らし， Xについては，労災保険法

にいう労働者には該当しないJと結論づけた。これに対して Xが上告したの

が本件である O

J
H
H
1
 

車中
iロu

l:::::J 
日

上告棄却O

1 原審の適法に確定した事実関係の概要は，次のとおりである o I①Xは，

..H木材から寸法，仕様等につきある程度縮かな指示を受けていたものの，

具体的な工法や作業手順の指定を受けることはなく，自分の判断で工法や作業

手}II買を選択することができた。② Xは，作業の安全確保や近隣住民に対する

騒音，掠動等への配慮から所定の作業時間に従って作業することを求められて

いたものの，事前に H木材の現場監督に連絡すれば，工期に遅れない限り，

仕事を休んだり，所定の時刻より後に作業を開始したり所定の時刻前に作業を

切り上げたりすることも自由であった。③ Xは，当時， H木材以外の仕事を

していなかったが ......H木材は Xに対し 他の工務応等の仕事をするこ

1) 労働基準法研究会報告『労働基準法上の f労働者jの判断基準について(昭和60年12

月H労判465号69頁。
2 ) 労働基準法研究会労働契約等法制部会『労働者性検討専門部会報告(平成8年3月H労

働法律旬報1381号(1996年)56頁。
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とを禁じていたわけではなかった。また， Xが H木材の仕事を始めてから本

件災害までに，約 8か月しか経過していなかった。④五木材と Xとの報酬の

取決めは，完全な出来高払の方式が中心とされ， 日当を支払う方式は，出来高

払の方式による仕事がないときに数日単位の仕事をするような場合に用いられ

ていた。一一・・出来高払の方式による報酬について， Xら内装大工は H木材か

ら提示された報酬の単価につき協議し その額に同意した者が工事に従事する

こととなっていた。 xは いずれの方式の場合も 請求書によって報酬の請

求をしていた。 xの報酬は， H木材の従業員の給与よりも相当高額であった。

⑤ Xは，一般的に必要な大工道具一式を自ら所有しこれらを現場に持ち込

んで使用しており， Xが H木材の所有する工具を借りて使用していたのは，

当該工事においてのみ使用する特殊な工具が必要な場合に限られていた。⑥

Xは， H木材の就業規則及びそれに基づく年次有給休暇や退職金制度の適用

を受けず，……労働保険や社会保険の被保険者となっておらず，さらに， H

木材は， Xの報酬について……所得税の源泉徴収をする取扱いをしていなか

った。⑦Xは， H木材の依頼により，職長会議に出席してその決定事項や連

絡事項を他の大工に伝達するなどの職長の業務を行い 職長手当の支払を別途

受けることとされていたが上記業務は H木材の現場監督が不在の場合の

代理として， H木材から Xら大工に対する指示を取り次いで調整を行うこと

を主な内容とするものであり，大工仲間の取りまとめ役や未熟な大工への指導

を行うという役割を期待して Xに依頼されたものであった。j

2 r以上によれば， Xは，前記工事に従事するに当たり T1工務忠はもとよ

り，H木材の指揮監督の下に労務を提供していたものと評価することはでき

ず， H木材から Xに支払われた報酬は，仕事の完成に対して支払われたもの

であって，労務の提供の対価として支払われたものとみることは困難であり，

Xの自己使用の道具の持込み使用状況， H木材に対ーする専属性の程度等に照

らしても， Xは労働基準法上の労{動者に該当せず 労鈎者災害補償保険法上

の労働者にも該当しないものというべきである o Xが職長の業務を行い，職

長手当の支払を別途受けることとされていたことその他所論の指摘する事実を

考慮しでも，上記の判断が左右されるものではない。
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以上と同旨の原審の判断は 正当として是認することができる。J

盟検 討

1 はじめに

本件は， r会社一本Jと呼ばれる，作業場を持たず，他人を雇わず，一人で

工務庖の仕事を請け負う形態で稼動していた大工の労災保険法上の労働者性が

争われた最高裁判決である O 就労形態が多様化するなかで，労働者とそれ以外

の者との関係が相対化してきており， どのように労働者性を判断するかが重要

な論点となっている O すでに最高裁は，傭車運転手のケースにおいて，その労

災保険法上の労働者性を否定する判決を出している(横浜南労基署長(旭紙業)

事件・最一小判平 8.11.28労相J714号14頁)0 これに引き続台本判決は，大工の

ケースにおいても，その労働者性を否定したものであり，実務上も理論的にも

注目される O 本件事案の特徴としては，労災保険の特別加入制度に未加入の者

の労働者性が争われている O

2 労災保険法上の労働者

本判決は，一審判決及び原審判決に依拠して，労災保険法上の労働者が労基

法上の労働者と同義であることを前提にして，その労働者性の判断を行ってい

る。

労災保険法上の労働者概念については，適用対象となる「労働者Jの定義を

とくに設けていないが，間法が労基法第 8章「災害補償」に定める使用者の労

災補償義務を補填する制度として発援してきた沿革等から，労災保険法上の労

働者は，労基法上の労働者(同法9条)と問ーであると理解されてきた。この

ことは，過去の最高裁判決も前提としていると考えられ，判例において確立し

た見解となっている(前掲・横浜南労基署長(旭紙業)事件最高裁判決)。

他方，労災保険法は，中小事業主，一人親方，特定作業従事者，海外派遣者

3 ) 厚生労働省労働基準局労災補償部労災管理課編『労働者災害補償保険法[6訂新版H
(労務行政， 2005年)77頁。
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について特別加入制定を設置し 労基法上の労働者以外の者にもその適用範囲

を拡大している(同法33条以下)01965年の法改正で設寵された特別加入制度の

趣旨は， Iその実態は一般労働者と同様自ら労務に従事するものであるから，

業務上災害を被る危険に爆されているJのであり， Iその業務の実'1育，災害の

発生状況等に照らし実費的に労働基準法の適用対象者に準じて保護するにふさ

わしい者に対し労災保険を適用しようとするもの」である O ただし裁判例は

この特別加入制度について， I労働者でないものにつき任意的な加入を認める

等のものであって，労災保険法が当然に適用となる労働者の概念を変えて，適

用対象の範囲を広げたものではない」と解している(横浜南労基署長(旭紙業)

事件・東京高判平 6.11.24労判714号16頁)0 それゆえ，特別加入制度は，労基法上

の労働者概念を維持したまま 便宜的・例外的に設けられた制度として理解す

ることができる O 理論的には，こうした判例法理それ自体の妥当性には議論が

あるところであるが，判例法理がすでに確立している以上，実務的には，労基

法上の労働者性をどのように判断していくべきかが重要になる O

3 労基法上の労働者性をめぐる裁判例

そこで，本判決の判例上の位置を明らかにするために，労基法上の労働者性

に関する裁判例を紹介しておきたい。

労基法 9条は， Ir労働者j とは，職業の種類を間わず，事業又は事務所に使

用される者で，賃金を支払われる者をいう」と規定している O これを敷街して，

裁判例では，使用者との使用従属関係の下に労務を提供し，その対価として使

用者から賃金の支払いを受ける者をいうのであり 雇用，請負等の法形式にか

4) 昭22.11. 12基発285号。

5) 昭50.11. 14基発671号。

6 ) たとえば，労災保険法の労働者は，労基法上の労働者より広く 「職業の種類を関わず，

事業又は事務所の業務に従事する者で¥賃金を支払われる者jと解すべきという見解があ

るO 岡村親宜『労災補償・賠償の理論と実務j(エイデル研究所. 1992年)60頁。

7) 裁判例の全体的な傾向については，東京大学労働法研究会編 ri主釈労働基準法上巻j(有

斐臨， 2003年) 137頁以下〔橋本陽子執筆J.労働政策研究・研修機構編 ri労働者Jの法的

概念に関する比較法研究〔労働政策研究報告書67号Jj(労働政策研究・研修機構.2006年)

47頁以下参照O
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大工の負傷と労災保険法上の労働者性(図武)

かわらず，その実態が使用従属関係の下における労務の提供と評価するにふさ

わしいものであるかどうかによって判断すべきであるとする立場が支配的であ

る(例として，横浜南労基署長(旭紙業)事件・横浜地判平 5.6.17労判643号71頁)0

そして，労働者性の判断基準については，昭和60年の「労働基準法研究会報

告」が公表された以降の裁判例は，一般に，①指揮監督下の労働に関する基準

(仕事の依頼，業務指示等に対する諾否の自由の有無，業務遂行上の指揮監督の有無，

勤務場所及び勤務時間の拘束性の程度，労務提供の代替性の有無)と②報酬の労務対

償性に関する判断基準をあげ，さらにその補強要素として，③事業者性の有無

(機械・器具の負担関係，報酬の額等)，④専属性の程度，⑤その他(委託等の選考

過程，源泉鍛収の有無，労働保険への加入の有無等)などを考慮しこれら多様な

判断要素から総合的に判断する傾向にある O

このように，一連の裁判例を通じて労働者性の判断要素自体は明確になって

きている O しかし 実際には 具体的な事案において労働者に該当するかどう

かの判断は必ずしも容易ではない。労働者性の判断基準に関する裁判例の基本

的特徴は，以下のとおりである O

第 lに，各判断要素の位置づけや相互関係について，それほど明確な議論は

展開されていないと思われる O 最高裁のレベルで一般的な判断枠組みを示した

ものはないものの，前掲・横浜南労基署長(旭紙業)事件最高裁判決は，昭和

60年の「労働基準法研究会報告」の考え方を基本にして，指揮監督下の労務提

供，報酬の支払方法，公租公課の負担関係等を重視しその他の事>1需を補強す

る要素として位置づけている。ただし 同最高裁は 傭車運転手の労働者性判

断に際して， 自己の危険と計算の下で従事していたという事情をも考慮してい

るO 他方，裁判例には，昭和60年の「労働基準法研究会報告」等は， I使用従

属関係の有無は，個別具体的な事案に応じ，その事実関係を踏まえて判断すべ

きものであるから，これらの報告の判断基準を絶対視すべきではないJとして，

各判断要素を並列的に位置づけるものがある(新宿労基署長(映画撮影技師)事

件・東京地判平13.1.25労判802号10頁)0 もっとも それらの判断要素は相当程度

重複しており， どのような区別がなされているのかははっきりしない。

第 2に，委任や請負における注文者の「指示Jと労働者性の判断要素である
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「業務遂行上の指揮監督Jをどのように区別するかという論点が提起されてい

るO たとえば，前掲・横浜南労基署長(旭紙業)事件最高裁判決は，傭車運転

手に対する荷物の運送物品，運送先及び納入時刻の指示は， I業務の性賞上

然に必要とされるJものであるとして 指揮監督関係を肯定する事情に含めて

いない。一方，映画撮影技師の労災保険法上の労働者性が争われた事案では，

映画制作における最終的な決定権限を監督が負っていたことを重視し撮影技

師が監督の指揮監督を離れて技術や裁量を発揮する権限までを有しているとは

いえないとして，映踊監督との開の指揮命令関係を肯定している(新宿労基署

長(映画撮影技師)事件・東京高判平日.7.11労半U832号13頁)0 

第3に，報酬の労務対償性の判断要素をどのように評価するかも問題となる。

最近の裁判例では その報酬が一定の時間の労務提供に対する対価といえる

かどうかを実質的に判断する傾向にある O たとえば 受信料集金等受託者の労

働者性が争われた事例では， I受託業務の対価とみるのが相当であって，一定

時間の労務提供の対価である賃金とは質的に異なJると判示している (NHK

西東京営業センター(受信料集金等受託者)事件・東京高判平15.8.27労判868号75貰)0 

また，前掲・新宿労基署長(映画撮影技師)事件高裁判決は， 日当と予定撮影

日数を基礎として算定した額等から報酬が決められたものであり，賃金の性格

の強いものであったと判断している O ただし前掲・同事件地裁判決は，撮影

日数に変動があっても報酬の変更はないものとされていたことから，その報酬

は一定の時間の労務提供に対する対価というよりは 仕事の請負に対する報酬

であると結論づけている O

本件と類似する大工の労働者性に関する裁判例としては 大工間の労働力の

貸し借りの関係にあった一人親方の労災保険法上の労働者性が争われた事例で

は，指揮監督下にあったとは認められず，労働契約が予定する対価としての報

酬ではないとして その労働者性が否定されている(相模原労基署長(一人親方)

事件・横浜地判平 7.7.20労判698号72頁)0 また，いわゆる「手間請けJの形態で

働く一人親方の労災保険法上の労働者性が争われた事例では 指示は通常注文

主が行う程度のものであり，坪単価方式で決定される報酬は労務の代{賞である

ということはできない等を理由に その労働者性が否定されている(川口労働
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大工の負傷と労災保険法上の労働者性(閤武)

基準監督署長事件・浦和地判平10.3.30訟月45巻 3号503頁)0その他に， 日給制で働

く大工の契約関係が労働契約であるとして 解雇予告手当の支払いを認めた裁

判例もある(丸善住研事件・東京地判平 6.2.25労判656号84頁)0 

4 本判決の意義と問題点

本判決は，判旨 lにおいて原審の事実認定を確認したうえで，半日旨 2におい

て，指揮監督の下に労務を提供したものと評価することはできず，報酬につい

ても労務の提供の対価として支払われたとみることは悶難であるとして，結論

として労働者性を否定する判断を下している O 本判決の意義は，事例判断にと

どまるものの，最高裁が，労働者性を基礎づける事実のなかでも，指揮監督下

の労働と報酬の労務対償性の判断要素を重視しその他の事実は前記判断を補

強する要素として位置づけることを示した点にある O ただし本判決は明確に

判断要素の優劣関係を示したわけではなく，これまでの判断基準とどの程度の

差異があるのかは今後の判例の展開次第といえよう O

あてはめ部分については，過去の裁判例と比べても少ない判断要素を評価す

るのみであり，判旨 lに示した事実認定との関係についてもわかりにくく，労

働者性の判断基準としての不明確さは否定できない。また，その評価の仕方に

ついても次のような疑問がある O

その 1は，業務遂行上の指揮監督の有無に関する判断である O 本判決は，判

旨1①において.Xは，仕事の内容について 具体的な工法や作業手順の指

定を受けることはなく 自分の判断で工法や作業手順を選択することができた

という事実を重視している O しかし実際には.Xは.H木材からす法，仕

様等につき細かな指示を受けており，また，判旨 l⑦では.H木材の依頼に

より .Xは職長の業務を行い 職長手当の支払いを別途受けることとされて

いたという認定もなされている O 本件では，指揮監督関係を肯定する事情と否

定する事-情が並存しているのであり， どの程度の事実があれば指揮監督関係を

肯定的に評価できるのかは 依然としてはっきりしない。

その 2は，報酬の労務対償性に関する判断である O 本判決は，判旨 l④にお

いて.H木材と Xとの報酬の取決めは，完全な出来高払の方式が中心とされ
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ていたこと，報酬の単価につき協議していたこと等を認定し結論として報酬

が労務の提供の対価として支払われたとみることは困難で、あると判断している O

しかし報酬の決定方法については，契約の自由の問題であり，報酬の単価の

額を当事者が協議したからといって，労働者性が否定的に評価されるわけでは

ない。また，本判決は，形式的・外形的な事情を重視しているが，報酬の労務

対償性の判断にあたっては 一定の時間の労務提供に対する対価といえるかど

うか等の事情を実質的に判断するのが妥当であろう O

労働者とそれ以外の者との関係が相対化しているなかで¥本件も徹妙なケー

スであり，労基法上の労働者か否かというこ分法的な紛争処理は，両者関の均

衡上問題があると思われる O 他方，労災保険の特別加入制度については，制度

理解が必ずしも浸透していないといわれている O また特別加入制度は，労基法

上の労働者に該当しないことを前提とした制度設計であることから，本件のよ

うに制度未加入者の労働者性が争われた場合には，かえって労働者性を否定す

る方向で解釈されかねない。こうした状況をふまえると，現行の労災保険法の

制度設計が妥当かどうか 労災補償の本質との関わりにおいてそのあり方が検

討されるべきであり，自営的な{動き方も視野に入れたうえで労災保険法の趣

旨・目的に沿った適用対象の画定方法を模索する時期にきているように忠われ

るO

(くにたけ ひでお)

8 ) 特別加入制度の実態については，山口浩一郎『労災補償の諸問題j(有斐閣， 2002年)64 

頁以下参照O

9 ) 労災保険法との労働者性に関する立法論を展開するものとして，柳屋孝安『現代労働法

と労働者概念j(信山社， 2005年)339頁以下，労働政策研究・研修機構編・前掲注 7) 

332貰以下〔大内伸哉執筆〕 古詩景一「労働者概念を巡る日本法の沿革と立法課題J季刊

労働法219号 (2007年)153頁。学説の状況については，池添弘邦「労働保護法の『労働者j

概念をめぐる解釈論と立法論 労働法学に突きつけられている重い課題」日本労働研究

雑誌566号 (2007年)48頁参照。本件一審判決の評釈として 川口美貴「大工工事の請負人

について労働者性を否定した例」民商法雑誌133巻 2号 (2005年) 131頁がある O
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